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11　ストライキの本質と日本社会

「ストライキとは、労働力の集団的な売り止

めであり、労働組合による強力な実力行使の手

段である」。今日、「ストライキとは何か」とい

う問いに対しては、おそらく多くの場合こう

した回答が返ってくるであろう。こうした言明

は、現代の日本を含む多くの資本主義社会・リ

ベラルデモクラシー国家におけるストライキの

説明としては、概ね妥当なものと言えるかもし

れない。

しかし、より根源的なレベルに視点を下ろし

てゆけば、ストライキの本質とはこうした説明

によって語りつくせるものではないことは直ち

に明らかとなる。人類史上最も古いストライキ

の記録として知られているのは、紀元前 12 世

紀、古代エジプトで神殿の建築作業に従事して

いた職人集団による作業拒否行動であるが、言

うまでもなく、この「ストライキ闘争」への参

加者達は、今日「労働組合」という名で表現さ

れるような自主的・恒常的組織のメンバーでは

なく、必ずしも奴隷ではなかったにせよ、労働

力商品の売り手としての「賃労働者」「雇用労

働者」とも全く異質な存在であった１。日本に

おいても、とくに第二次世界大戦前において

は、労働組合の法的立場が極めて脆弱な状況の

下で、しばしば恒常的な組織ではない争議団に

よって実施されるストライキが発生したり、戦

時下にあっては、強制労働に従事させられた徴

用工、すなわち雇用労働者とは全く異なる、あ

る意味奴隷的拘束下に置かれた労働者によるス

トライキが決行されたりした歴史が存在するこ

とはよく知られている。

つまり、ストライキとは「労働組合」に組織

された「賃労働者」「雇用労働者」でなければ

起こしえないものではない。いかなる形態であ

れ、他者の指揮・命令の下で労働に従事してい

る者たちの間に現状不満や疎外状況が存在する

なら、それに対する集団的な異議申し立てとし

て、与えられた仕事や作業を放棄あるいは停止

するという行動は、いつでもどこでも、自然発

生的にも起こりうるものである２。

あるいは、ここで今述べたようなことは言わ

ずもがな、「当たり前」のことかもしれない。

にもかかわらず、このことをあえて強調するの

には、日本におけるストライキをめぐる状況や

言説について考える際、このことはあらためて

重要な点と思われるからである。

図１はストライキによる労働損失日数（スト

件数×参加人員数）を主要先進各国間で比較し

たものであるが、日本はストライキがほとんど
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発生しない国であるというイメージは、今やよ

く知られたこうしたデータによっても裏付けら

れるものである。そして、こうした日本の「無

スト」状況について、例えば筆者の勤務先大学

で学生にその要因や背景を尋ねてみると、「日

本人の国民性」といったものに求める答えがし

ばしば返ってくる。このような反応が現実を的

確に認識したものではありえないことは、過去

に遡れば現代日本においてもいかにストライキ

が頻発していたかということを確認しただけで

も明らかである（図２）。しかしさらに問題な

のは、日本においてストが起こりにくい状況に

ついて、日本の労働組合の多数が企業別労働組

合という組織形態をとっていることに求める説

明が、今なお有力となっていることである３。

先に述べたように、ストライキという集合行

図１　労働争議による労働損失日数の国際比較

出所：JILPT『データブック国際労働比較』2024 年版

図２　日本における労働争議件数の推移（1946-2021 年）

出所：JILPT 統計情報（https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/）

経営的打撃か、社会的包囲か ―21 世紀日本におけるストライキの意義と戦略―

総争議

争議行為を伴う争議（うち数）

半日以上の同盟罷業及び作業所閉鎖（うち数）

https://rodosoken.com/



《特集》労働組合運動のアップグレードとストライキ

4

動は労働組合という組織によらずとも実行しう

るものである以上、そしてまた、文明史を貫い

て普遍的に起こりうる事件であったということ

をも併せ考えても、日本においてストが根絶

に近い状況となってきた原因を、「国民性」と

いったあやふやなものに求める見解は全く適切

ではない。また労働組合の組織形態にそれを求

めることもまた一面的な認識と言わねばならな

い。

確かに、日本において主流を占める労働組合

組織が、こと 1980 年代以降においては、スト

ライキに向かおうとする労働者集団の意図を挫

きそのエネルギーを封じ込める装置として作動

してきたこと自体は概ね間違いのないところで

あろう。だが問題は、労働組合が企業別労働組

合という組織形態をとっていることに還元でき

るものではない。実際、1960 年代～ 1970 年代

前半という日本におけるストライキ闘争の上昇

局面にあって、その組織的主体となったのも企

業別労働組合だったのであり、それが 70 年代

以降急速な下降局面へと転じるにあたって、日

本の労働組合の組織形態に劇的な変化が生じた

わけではないことからも、それは明らかであ

る。

日本におけるストライキをめぐる今日的状況

の要因と見なすべきものは、70 年代後半以降

における労使関係や労働組合内の権力構造・イ

デオロギー的状況の変容、そこから醸成された

ストライキに対する異常なまでの否定的な社会

的雰囲気や世論の包囲網に他ならない。そして

その背景にあったものは、経営側による違法な

労務政策（労働組合への支配介入）をも通じた

自律的な職場労働者集団の解体、そうした経営

者の違法行為への黙認ないしは支援という形を

とった公権力の行使、それへの労働運動主体の

側の不十分あるいは拙劣な対応にあったと捉え

るべきであろう４。

22　ストライキの復活？

とはいえ、本邦におけるストライキをめぐる

状況は、近年再び変化の時を迎えているように

も見える。2023 年８月 31 日の、そごう・西武

労働組合による、日本の百貨店としては 61 年

ぶりとなるストライキが大きな反響を呼んだこ

とは未だ我々の記憶に新しいところであるが、

それ以外にもここ数年、スト決行によって全国

的に注目される労働争議のケースは枚挙にいと

まがない。例えば、2016 年 12 月川崎・横浜の

臨港バス、17 年 12 月の九州商船、18 年５月の

ジャパンビバレッジ（ＪＲ東日本駅構内などの

飲料自販機オペレーション企業）、19 年９月・

11 月の東北自動車道佐野サービスエリア、22

年 12 月および翌 23 年 12 月の東海大学などに

おけるストライキである。

そして瞠目すべきことは、これらのストをと

りまく世論やマスコミ報道が、かつてよりもは

るかにスト労働者側に対して同情的になってい

るように見えることである５。こうした世論の

動向は、あまりにも長期にわたって極端な賃金

抑制が継続していることに象徴される日本の労

働情勢の異常さへの認識が（図３、図４）、よ

うやく一般にも浸透しつつあることを一因とす

るものであろう６。そしてこうした世論の動向

そのものが、労働組合の戦術としてのストライ

キに、その規模や持続性から見て本来持ちうる

効果以上の力を与えてきたと考えられる。

そもそも、ストライキの資本・使用者に対抗

する団体行動としての有効性はいかなるところ

から来るのであろうか。筆者は本稿冒頭におい
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て、ストライキを「労働力の集団的売り止め」

とする定義に疑義を呈したが、にもかかわら

ず、近代以降の資本主義経済における自由な賃

労働者・雇用労働者を前提とする限りにおいて

は、ストライキについてこのように定義する

ことは概ね妥当なものと言える７。すなわち、

労働者はストライキによって、生産過程の円滑

な進行に不可欠な要素として日々の経営プラン

に組み込まれているはずの労働力の供給を停止

し、そのことをもって資本・経営者に経済的打

撃を与えることによって、自らの要求に対する

譲歩を引き出すのである８。

実はこうした観点からすれば、上に例示した

ような近年社会的注目を集めたストライキの多

くは、その意義は小さく、その効果も期待し難

いものということになる。すなわち、これらの

ケースにおいては、運航旅客船の全便欠航スト

を無期限で構えた九州商船のスト（経営側譲歩

により１日で解除）や９、比較的小規模の事業

所にもかかわらず複数の職種にわたる 50 人近

くの労働者が参加して１カ月におよぶ長期スト

となった佐野ＳＡの事例などを除けば 10、スト

の規模や継続期間そのものは、それによって企

業経営に直接的かつ深刻な打撃を与えうるほど

のものとは言い難いからである。

しかし現実には、これらのストライキ闘争

は、そうした見方から想定されるよりもはるか

に大きなインパクトをもち、要求事項にしても

全面獲得とはならずとも、多くのケースにおい

て経営側からの実質的な譲歩を一定程度引き

出すことに成功している 11。このことの背景と

なったと考えられるのが、先に述べたような世

論の動向、とくにソーシャルメディアなどを通

じて形成された、1980 〜 2000 年代には考えら

れなかったほどの、（欧米などに比較すればま

だまだ冷淡だとは言え）スト労働者側に対する

図３　賃金動向の国際比較（名目　1991 ＝ 100）
　

図４　賃金動向の国際比較　( 実質 1991 年＝ 100）

出所：『連合・賃金レポート』2023 年版 出所：同左
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好意的・同情的な社会的雰囲気が、経営側に対

して譲歩への圧力となったことである 12。

すなわち、ストライキという行動によって、

それが経営側に対して直接的な経済的打撃を与

えずとも、異議申立ての意思を最も強固かつ明

瞭に示すことが、経営側を社会的に包囲する世

論や「雰囲気」を作り出し、要求の一部ないし

は全部を獲得する、という戦略が採用されてい

ると表現することもできる。それは、半ば意図

せざる形で採用されたものではあるかもしれな

い。だが例えばそごう・西武のケースなら、労

働側は、経営側の方針が貫徹することは西武百

貨店本店の池袋からの消滅をもたらす可能性、

そのことが池袋という地域に損失をもたらすこ

とへの危機感を、住民や顧客に対してアピール

する戦術を意識的に展開しており 13、佐野ＳＡ

の事例においても、スト主体はＳＮＳを通じ

て、ストに踏み切らざるをえなかった背景に乱

脈な経営体質が存在することを告発していた14。

このように 2010 年代以降、未だ限られた労

働者によるものではあれ、経営に対する直接的

な打撃は小さくともスト決行を通じて経営側を

社会的に包囲するという戦略が、意識的にある

いは意図せず採用されることによって、ストラ

イキが労働者の社会的・経済的要求実現のため

の武器たりうるという認識が、再び獲得されつ

つあると見ることができる。

33　社会的包囲戦略の限界とオルタナ
ティブ

では、こうしたストライキの「社会的包囲」

戦略は、長期的にみて今後も有効性をもち、本

邦におけるストライキをめぐる状況を一変させ

てゆくことにつながってゆくのだろうか。その

判断をめぐっては、なお慎重な見立てが必要で

あろう。

ストライキが「社会的包囲」を通じて労働側

の勝利をもたらしてきた最も重要な条件の一つ

は、世論や社会的な「空気」と言うべきもの

が、スト労働者に対して好意的ないし同情的で

ある、という点にあった。ではこうした状況は

今後も持続する、あるいは強化されてゆくとみ

てよいのであろうか。まず念頭においておかね

ばならない点は、こうした社会的な雰囲気は、

逆説的にも、労働運動の力があまりにも弱くな

り、そのことのコロラリーとして、労働力不足

が深刻化しているにもかかわらず労働条件や賃

金の改善が遅々として進まず、それが経済成長

にとっても死錘として作用しているという認識

が広がり、そのことを、自民党政府や『日本経

済新聞』のような主流マスメディア、さらには

財界団体でさえもが危機感をもって取り上げな

ければならなくなった、という状態が生み出し

たものだと言える。

今後、労働者が仮に実力行使の力を伴うよう

な組織化を再び顕著に進展させ、スト性向を強

めてゆくということにでもなれば、こうした支

配的グループによって形成される論調は一転す

る可能性は常にあるとみてよい。なかには、権

力主体やマスメディアがどのように世論誘導し

ようとも、ソーシャルメディア（ＳＮＳ）が適

切な世論を形成すると期待する向きもあろう

が、そのような可能性にも懐疑的にならざるを

えない。筆者自身はメディア論や世論研究の専

門家ではなく、この点について正確な判断を下

す知見には乏しいが、日本語圏のソーシャルメ

ディアが、政府や主流マスメディア、企業社会

が作り出す言説とは全く異なる方向性をもっ

た、オルタナティブで「民主的」な言説的ヘゲ
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モニーを作り出す可能性に過大な期待をかけう

る有力な根拠や材料は、少なくとも現段階では

見当たらない。

また、社会的包囲を戦略とするストライキ闘

争の意義と可能性を高く評価する労働運動家／

研究者の今野晴貴は、こうしたストライキが、

当該労働者を超えた幅広い人々に訴求する社会

正義を掲げることによって有効となっている点

を重視する 15。確かに、ストライキが個別企業

労働者などの狭い利害を超えて広範な人々にか

かわる社会正義の実現につながるというアピー

ルの重要性・有効性は否定しがたい。そのこと

は、アメリカで 23 年に実施された自動車産業

ストが、「格差社会の解消」という社会正義の

実現を訴えることによって世論の支持を得て勝

利したことなどを見ても 16、説得力を増してい

る。

しかし、70 年代中盤までの日本の労働組合

運動やストライキ闘争が、賃上げや雇用にとど

まらず、最低賃金制、社会保障、平和問題と

いった社会的課題を、他の先進各国と比較して

もとりわけ積極的に打ち出すものであったにも

かかわらず 17、その後のストライキの低落ぶり

は世界で最も著しいという事実は、幅広い階

層にかかわる社会正義を前面に打ち出すことに

よってもなお、それだけではストライキの復権

にとって十分ではないということを示唆してい

るとも言えよう。

では今後日本社会においてストライキが本格

的に復活し、それが再び私たちの労働社会にお

いて「当たり前」の風景となってくるために必

要な条件とは何なのであろうか。それはやは

り、直接的に経営への打撃を与える実力行使と

なるストライキを実施する組織力、すなわち要

求実現のために、必要とあらば生産や操業をほ

ぼ全面的にストップさせうるほどのスト権行使

を躊躇なく行える意思と力をもった労働者が、

労働現場において多数を占める状況を、あらゆ

る産業・企業において作り出すことだと思われ

る。

だが、ストが再び注目されているとは言って

も、労働争議件数はなお史上最低水準で推移し
18、職場はそのような状況からほど遠いという

現状から、いかにすればそのような組織力の再

生が実現しうるのであろうか。禅問答じみた答

えと思われるかもしれないが、筆者は、それは

ストライキによってこそなしうると考える。ふ

ざけているわけではない。別稿でも引用してい

るのだが 19、ここで改めて参照されるべきは、

下田平裕身による次のようなストライキ論であ

る。

労働現場に内在する社会的、政治的エネル

ギーの解放という視点からみれば、〈ストラ

イキ〉という行動は、要求貫徹のための手段

を越えて、それ自身の固有の意味とそれ自身

の発展過程を持っている。絶え間なく続けら

れる労働の〈日常〉とは、労働を支配してい

る組織の論理が絶え間なく再生産されている

ことを意味する。個々の労働現場において労

働する者は、それぞれの労働をめぐる関係性

の日常のなかに呪縛され、より普遍的な社会

に至る表現の経路を断ち切られている。〈ス

トライキ〉＝労働の組織的な停止行動は、た

とえ部分的、一時的にせよ、組織の支配を断

ち切る。労働現場における支配とは、一瞬も

絶えることのない労働の継続を生命線として

いるからだ。ストライキによって、労働を支

配する側は初めて労働する者を〈支配に服

さないもの〉〈異質なるもの〉として認識す

経営的打撃か、社会的包囲か ―21 世紀日本におけるストライキの意義と戦略―https://rodosoken.com/
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る。そして、同時に、労働する者はストライ

キによって、一時的にせよ日常の労働に従

事する存在とは〈異質な存在〉に変容する。

労働をめぐる日常のさまざまな関係性の呪縛

から離れ、生身の人間としての感性と社会的

視野を回復する。言い換えれば、〈労働者で

あること〉と〈社会の中の人間であること〉

との間に、一筋の大きな道が拓かれるのだ。

〈労働の日常〉からの解放によって獲得され

る視野の拡大は、ストライキの政治的な発展

の原動力となる。労働する者とそれに敵対す

る者との双方に生じた、この認識の変容は、

これまでの関係の変革の可能性をはらんだ新

たな社会的、政治的場面への移行を意味す

る。ストライキがはらむ、このような本質的

特徴は、どのように小さな規模のストライキ

においても観察される。

……

ストライキと言う行動によってはじめて、

労働現場にある者はその閉じた世界から社会

的、政治的な領域への第一歩を踏み出す 20。

この下田平のストライキ論を敷衍すればすな

わち、ストライキは単なる要求実現のための手

段であるというにとどまらず、それ自体が労働

現場における自律的な労働者集団を作り出す営

みにほかならない、ということになる。した

がって、ストライキがほぼ根絶されているとい

う困難な与件の下で、だがそのような状態自

体が、われわれの社会においてストを包囲・封

殺してきた言説空間に一筋の空隙を作り出しつ

つあるこの情勢においてこそ、どれほど小さな

規模からであろうとも、そしてこれまでストラ

イキの「本来的」な有効性の発揮経路と考えら

れてきたものとは異質な、社会的包囲という戦

略に依拠したものであろうとも、ストライキを

敢行すること自体が大きな意義を持つと言えよ

う。ストライキという行為そのものの積み重ね

が、経営的な打撃を与えうる質量を伴うストを

闘うポテンシャルを有する労働者集団を作りだ

すのである 21。

このことを考えるにあたっての示唆的な歴史

的経験として、ある地方公務員労組の運動史を

瞥見してみよう。岡山市に雇用される公務労働

者を組織する岡山市職員労働組合（岡山市職

労）は、第二次大戦直後の 1946 年に結成され

て以来の長い歴史をもつ自治体労組である。し

かし結成からわずか４年後、全国的にレッド・

パージの嵐が吹き荒れる渦中で 1950 年に産業

別組織（自治労連）を脱退して以降はしばらく

の間「冬の時代」と呼ばれる停滞期にあった。

その後 60 年安保闘争への参加などを経て少し

ずつ「労働組合らしい労働組合」へと脱皮して

ゆく。しかし、もとより同労組は、非現業公務

員から争議権を剥奪した 1946 年 10 月の労働関

係調整法施行後に結成され、48 年からは地方

公務員法の適用を受ける職員団体であり、他の

自治体労組と同様、合法的なスト権を持たない

組織であった。にもかかわらず、自治体労組の

なかには 60 年代半ばからストを実施する組織

も再び増加しつつあったが、岡山市職労は、67

年に市当局が「違法ストに参加した職員は処分

する」という警告を発するなど抑圧的な姿勢を

貫く下で、60 年代末までストを実施すること

はなかった 22。

こうした状況に風穴を開けたのは、1969 年

11 月 13 日に総評の組織した、佐藤栄作首相訪

米抗議の全国統一行動である。岡山市職労は結

成以来初のストライキによってこの統一行動に

参加するが、このときのストの継続時間はわず

https://rodosoken.com/
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か４分間にすぎなかった。だがこのスト実施の

経験は、同労組にとって重要な画期を成すもの

となった。73 年に年金の賃金スライド制実現

等を求めて春闘共闘委員会の呼びかけで取り組

まれた全国規模の年金統一ストにあたっては、

岡山市職労は 30 分を超えるスト、その２週間

後における春闘統一行動では１時間のスト、と

いった実績の積み重ねのなかで、ストを辞さな

い職場労働者集団が形成されていった。その末

に、74 年春闘にあたって同労組は、右翼団体

の妨害に対峙しつつ半日にわたるストライキを

打ち抜くまでに至ったのである 23。

この事例は、60 年代末から 70 年代半ばとい

う労働運動の高揚期におけるものであるという

点を、重要な前提として認識しておかなければ

ならないのはもちろんである。しかし他方で

は、公務労働者としてストライキが違法とさ

れ、なおかつ使用者たる市当局がとくに強権的

な姿勢をみせ、さらに組織としてのストライ

キの経験が皆無に等しいという、きわめて困難

な状況のなかで刻まれた歴史であることには、

いっそうの注意が払われるべきであろう。

今日われわれの社会で「労働」を取り巻く状

況が極めて深刻な問題を抱え続けているなか

で、そうした客観的な情勢を変革するためにス

トライキは不可欠な行動であると言い切ってよ

い。だが同時に、そうした変革をもたらす主体

を形成するのもまたストライキである、という

視角をもつことは、現状が強い閉塞感をわれわ

れにもたらしている今日においてこそ、とりわ

け重要だと思われる。

最後に、先に長々と引用した下田平論文の、

非常に印象的な締めくくりの一節をもって、拙

稿の結びに代えたい。

「労働する者の人間的な解放は、自らを束縛

する〈労働の日常〉を変革することを避けては

ありえない。ここに、今一度、その突破口とし

ての〈ストライキ〉の復権の問題が浮かび上

がってくるだろう。／あらゆる労働現場で、ス

トライキの復権を！ 24」
（ひょうどう　あつし・専修大学経済学部教授、

労働総研会員）

※本稿の執筆にあたっては、濱口正幸氏（専修大学社会
科学研究所特別研究員）より貴重な助言を得た。とく
に記して感謝したい。
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４　参照、兵頭淳史「企業内組合体制の成立」『地域と労働運動』124 号、2011 年、33-37 頁、同「日本における新自由主

義の起点に関する考察」鈴木玲他編『新自由主義と労働』御茶の水書房、2010 年、14-18 頁など。なお前者の論稿で具
体的な検討の俎上に載せられているのは、1960 年代前半の電機企業のケースであるが、この時期に一部の民間製造業大
手という限定された分野で進められた政策展開とそれによる労使関係の変容が、70 年代後半にあらゆる産業やセクター
へと全面化してゆく過程をめぐる考察を加えたのが後者である。また 70 年代における労働組合と職場労働者集団の変化
については、同「職場闘争から地域主軸の運動へ―80 年代日本における労働運動の衰微と転形―」『社会運動史研究』6 号、
2024 年、下田平裕身「戦後 50 年の労働運動―ストライキはいかに封殺されたか」『インパクション』91 号、1995 年を
も参照のこと。

５　そのことは例えば、次のような新聞記事に象徴的に現れている。「「闘わない労組」転機」『日本経済新聞』2023 年 8
月 31 日付、「スト規制法に廃止論議」『日経産業新聞』2024 年 2 月 22 日付、半沢二喜「労使はなれ合いより対峙」『日
本経済新聞』2023 年 11 月 15 日付。とくに最後に挙げた論説記事（執筆者は日経論説委員）は、かつて航空労組のスト
を取り上げ、グローバル競争下にあってストライキを行うことへの徹底批判を展開していた 1998 年の同紙社説「航空労
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《特集》労働組合運動のアップグレードとストライキ

10
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